
（１）　継続事業箇所（既に着手している事業箇所）

事業費 事業量

（百万円） （ ｍ ）

仙台 仙台市 片平町の１ 80 L=150.0 H16 50.0 398 1 位/ 17

石巻 石巻市 泊浜 1,040 L=1,300.0 H16 19.3 393 2 位/ 17

石巻 女川町 川尻 400 L=470.0 H18 15.0 379 3 位/ 17

石巻 石巻市 飯野 313 L=420.0 H15 95.3 374 4 位/ 17

気仙沼・
本吉

気仙沼市 南町 187 L=180.0 H17 58.8 373 5 位/ 17

石巻 石巻市 船越 300 L=360.0 H17 46.6 371 6 位/ 17

大崎 大崎市 星沼 559 L=263.4 H11 86.9 362 7 位/ 17

石巻 女川町 出島 120 L=131.0 H17 37.5 349 8 位/ 17

石巻 女川町 寺間 600 L=1,300.0 H18 10.0 327 9 位/ 17

栗原 栗原市 後山 95 L=300.0 H15 59.2 324 10 位/ 17

石巻 石巻市 相川 60 L=101.0 H17 50.8 320 11 位/ 17

石巻 石巻市 井内 300 L=180.0 H18 13.3 301 12 位/ 17

大崎 大崎市 鍛冶谷沢 126 L=240.0 H15 11.9 264 13 位/ 17

仙台 仙台市 萩ヶ丘 25 L=31.0 H18 20.0 261 14 位/ 17

仙台 七ヶ浜町 要害 88 L=300.0 H18 9.1 231 15 位/ 17要害の２ H21

H27

広域圏名

出島の８ H26

浜見山の２ H21

出島の３ H22

地区名

平成１８年度
までの

進ちょく率
(％)

評点

事　業　箇　所　名

評点による
順位

評価結果
事業完了
予定年度
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県事業

担当部課室

箇所名

土木部　防災砂防課

市町村名

大吉野の１ H19

船越

全体事業規模
事業着手
年　　度

片平町の１ H19

川尻 H23

泊浜

H20町下　（町西）

萩ヶ丘の１ H19

H20

井内の２ H22

相川の２ H19

星沼 H19

後山 H20
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（１）　継続事業箇所（既に着手している事業箇所）

事業費 事業量

（百万円） （ ｍ ）
広域圏名 地区名
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(％)
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急傾斜地崩壊対策事業

№ 27

事　業　名

別記様式第３号

平成１８年度事業箇所評価結果表

県事業

担当部課室

箇所名

土木部　防災砂防課

市町村名

全体事業規模
事業着手
年　　度

仙台 七ヶ浜町 鶴ヶ湊 131 L=180.0 H13 89.3 202 16 位/ 17

登米 登米市 清水 70 L=132.9 H18 71.4 161 17 位/ 17

※1  事業完了予定年度は，社会情勢や県の財政状況等により変更になる場合があります。

（２）　新規事業箇所（平成１９年度～平成２１年度に着手を予定している事業箇所）

事業費 事業量

（百万円） （ ｍ ）

大崎 大崎市 鳴子温泉湯元 200 L=140.0 373 1 位/ 7

気仙沼・
本吉

気仙沼市 太田 200 L=60.0 313 2 位/ 7

気仙沼・
本吉

気仙沼市 本町 190 L=180.0 295 3 位/ 7

気仙沼・
本吉

気仙沼市 三日町 215 L=60.0 286 4 位/ 7

仙南 白石市 新館 35 A=660m2 271 5 位/ 7

石巻 石巻市 北上 120 L=180.0 225 6 位/ 7

石巻 石巻市 桃浦 80 L=100.0 222 7 位/ 7

鶴ヶ湊の２ H19

月浜の３

※2　平成１８年度までの進ちょく率は，全体事業費に対する当該年度当初予算までの累計の事業費の割合です。
　　 なお，事業を進める過程で，全体事業費の変更に伴い進ちょく率が変動する場合があります。

湯元

太田一丁目の２

本町一丁目

三日町二丁目の２

H19清水

※3　評点は，事業種別ごとの評価基準に基づき算出した点数であり，異種事業間では比較できません。

箇所名

全体事業規模事　業　箇　所　名

評点

評価結果

広域圏名 市町村名 地区名
評点による
順位

※ 　評点は，事業種別ごとの評価基準に基づき算出した点数であり，異種事業間では比較できません。

浜中向

新館の１

- 44 - №２７　急傾斜地崩壊対策事業


